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1	 まえがき
社会全体における IT（Information Technology

の略．情報技術）利用の拡大に伴い，IT を高度に使い

こなせる人材の必要性が増大している．「情報サービス

産業白書 2010（一般社団法人 情報サービス産業協会

編）」によると，情報サービス事業者の今後の経営の方

向性として，9 割を超える企業が「人材育成の強化」を

挙げている参１）．このことからも，IT を提供する企業に

とって人材育成が最重要課題であることが分かる．

PFU グループでは

１）社員一人ひとりが成長や進化することによって

２）お客様と社会に貢献する商品を提供し

３）お客様の利便性に寄与する

という観点から，人財育成を企業活動の起点となる重要

課題として取り組んでいる（PFU グループでは「人は財」

と捉え，「人材」ではなく「人財」と表現する）．

グループ全体の教育体系として

１）入社年度や職場での役割に応じた階層別教育

２）グローバル人財を育成するための国際化教育

３）部門のニーズに対応した部門別教育

４）キャリア形成を支援するキャリア開発教育

を柱に，集合研修や e- ラーニング，各種資格取得奨励

など実施している．

PFU ソフトウェア（PSW）は，PaperStream® や

イメージスキャナ関連を中心に，PFU が提供するソフ

トウェアとマニュアルの開発を担う PFU100% 子会社

として2008年に設立された参２），参３）．今日のソフトウェ

アやマニュアルの開発には，幅広い高度な専門知識が必

要であるだけでなく，お客様や市場のニーズを製品にい

ち早く取り入れる企画力や開発を計画的に推進するマネ

ジメント力など，多くのスキルが求められる．このよう

なスキルは一朝一夕で身に付くものではないが，体系的

かつ計画的な施策によって，より効果的に人財を育成で

きる．PSW では，設立当初より PFU グループ全体の

人財育成活動に加え，ソフトウェア開発専門会社に求め

られる人財を育成するための部門別教育に戦略的に取り

組んできた．

PFU ソフトウェア (PSW) は，PFU におけるソフトウェア開発の中核会社である．PSW では，お客様の良き

IT パートナーを目指し，人財育成を最重要課題として，戦略的かつ組織的に様々な取り組みを実施している．本

稿では，ソフトウェア開発力の強化に向け，技術力と人間力という二つの視点で，PSW が実施している人財育成

活動，およびその成果について紹介する．

PFU Software Limited (PSW) is the core company that develops software in PFU. 

PSW implements various strategic and systematic efforts to develop its human resources. 

This development of our employees is seen as vital to being a good IT partner for our 

customers. This report introduces the programs that are employed for the development of 

human resources and the results of these programs from employee personal ability and 

technological capability perspectives, with the ultimate goal being a strengthening of our 

software development capability.
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2	 人財育成方針と人財育成体系
PSW では創立の志として「ソフトウェアによる確か

なものづくりで優れたプロダクトとサービスを提供し，

お客様の利便性に寄与する」を掲げている．この志の実

現に向け「社員一人ひとりがプロフェッショナルとして，

学び成長し，仕事にやりがいと楽しさを感じる人財の育

成」を人財育成方針とし，設立時より人財育成体系の構

築を進めてきた．

人財育成体系の構築に当たり，以下の三つの目標を設

定した．

（１）スキルの体系化とスキル評価指標の導入

お客様の期待に応える IT のスペシャリストには，幅

広い分野のスキルが必要である．求められているスキル

の全体像を把握し，体系化を行う．

また，体系化されたスキルに対して客観的かつ定量

的な指標を導入することによって，お客様の期待値との

ギャップや IT 市場におけるスキルレベルを把握し，人

財育成施策に活用する．

（２）お客様の進化に柔軟に対応できる人財育成体系

人財の育成には長い時間を要する．一方で，技術の進

化は益々加速し，お客様のニーズやその実現に必要な技

術も変化していく．この変化に柔軟に対応できる人財育

成体系が必要である．

（３）自律的なスキルアップ活動を支援する仕組み

人財育成の中心は，社員一人ひとりの自律的なスキル

アップ活動である．しかし，直近の業務で必要となるス

キルアップには積極的でも，将来を見越したスキルアッ

プや幅広い範囲の活動は後手に回りがちである．このよ

うな状況に対応するため，会社の中長期的な事業方針や

部署の活動計画から社員一人ひとりへの育成計画に展開

すると共に，社員自身のキャリアの方向性とをすり合わ

せる仕組みを提供することで，自律的なスキルアップ活

動を支援する．

以上，三つの人財育成体系の目標は，いわゆる技術力

の向上だけを対象としたものではない．「お客様の利便

性に寄与するソフトウェアを開発する」ためには単なる

技術力の向上だけではなく，その技術力をいかんなく効

率的に発揮するため人間力の強化も重視している．

PSW では，技術力の向上と人間力の強化を柱とした

人財育成に取り組んできた（図-1参照）．

◆図 -1　技術力向上と人間力強化◆

（Fig.1-Development of technological capability and 

　　　　personal ability）

3	 技術力向上への取り組み
ここでは，技術力向上の取り組みである，スキル

向上プログラム（略称 SkIP“Skill Improvement 

Program”）について説明する．

3.1	 スキル向上プログラムとは
3.1.1	 狙い

SkIP は，ソフトウェア開発のスペシャリストの育成

を支援する制度であり，以下の３点を狙いとしている．

１）ソフトウェア開発者に必要なスキルを体系化し，

スペシャリストへの道筋を明確にすることで，計画

的な人財育成を支援する

２）スキルレベルを見える化し，社員と組織の強みと

弱みを把握することで，人財育成活動の PDCA サ

イクルを回す

３）スキル向上に関するコミュニケーションを通して，

モチベーション向上とスキル向上活動の活性化を図

る

3.1.2	 スキルの体系化
SkIP では，スキルを次の四つに分類，体系化して

いる．スキル体系は，IPA（独立行政法人 情報処理推

進機構）が策定した ITSS（IT スキル標準）を参考に，

PSWの業務に合ったスキル項目を抽出し体系化した参４）．

（１）ビジネススキル

プロジェクト管理や経営戦略など，業務に関するスキ

ル（28 個）

（２）ヒューマンスキル

コミュニケーションやリーダーシップなど人間力に関

技術力向上

人財育成方針

・ビジネススキル
・ヒューマンスキル
・テクニカルスキル

人間力強化
・自律型人間への成長
・自ら発見／行動／克服
・ヒューマンスキル

スキル向上プログラム

階層別教育 国際化教育 部門別教育 キャリア開発教育

全社ワークショップ

人
財
育
成
体
系
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するスキル（8 個）

（３）テクニカルスキル

ソフトウェアの開発に関するスキル（22 個）

ドキュメントの開発に関するスキル（18 個）

（４）部門固有スキル

上記で定義されていない各部門の業務固有のスキル．

各部門で独自に定義する．

3.1.3	 スキルの見える化
（１）スキルレベル

個々のスキルについて，スキルレベルの達成基準を定

義した（表-1参照）．達成基準は，ITSS の達成度指標

に準じた内容としており，対外的な実力を測る指標にも

なる．

スキルレベルは，社員と管理職との面談を通して決定

する．達成基準の認定に際しては，教育受講，資格取得

による知識習得だけでなく，業務での実践を重視してい

る．したがって，組織として社員に実践の機会をいかに

与えるかが重要である．

（２）スキルの標準達成レベル

技術力の底上げを目的に，スキル毎に社員の職責に

応じて最低限到達していなければならないスキルレベル

（標準達成レベルと呼ぶ）を定義している．また，ソフ

トウェア開発，ドキュメント開発の業務毎に，必ず習得

すべきスキル（必須スキルと呼ぶ）も定義している．社

員は，まず必須スキルの習得を目標にスキル向上活動を

行っていく．

職責に比例して必要なスキルレベルも高くなり，社員

のレベルに応じた計画的なスキル向上が達成できる．

（３）スキルマスター

スペシャリスト人財の育成を目的に，レベル 5 以上

の認定者は，そのスキルの社内第一人者という意味で「ス

キルマスター」と呼び，氏名を全社に公開している．ス

キルマスター認定は，保持しているスキルが高いだけで

なく，今後もさらに高いスキルレベルを目指す姿勢があ

ること，自身のスキルで積極的に組織に貢献する自律的

な行動も重視している．

3.1.4	 スキル向上に向けたコミュニケーション
管理職と社員との面談，および社員同士のコミュニ

ケーションを通して，スキル向上のモチベーション向上

と活動の活性化を図っている．

（１）スキル計画面談

期初，自身が今後強化していきたいスキルについて，

教育受講計画，資格取得予定，および得た知識を業務で

どう実践しスキルとして身につけるかの計画を立案する．

◆表 -1　スキル達成基準◆

レベル 達成基準

0 知識，経験ともになし 

1
基礎的知識を有し，指導の元で要求された作業を遂行で
きる． 

2

基本的知識・スキルを有し，一定程度の難易度又は要求
された作業の一部について，要求された成果（品質・生
産性など）を独力で達成できる．作業中に発生した課題
について，指導を受けて解決できる．

3
応用的知識・スキルを有し，要求された成果（品質・生
産性など）をすべて独力で達成できる．
作業中に発生した課題についても独力で解決できる．

4

高度な知識・スキルを有し，プロフェッショナルとして
業務を遂行できる．経験や実績に基づいて他のメンバー
に適切な指示ができ，成果物に対する評価と，問題解決
へのアドバイスができる．

5

当該スキル全般について，プロフェッショナルとして豊
富な経験と実績を有し，社内をリードできる．自身のス
キルを形式知化し，組織のスキル向上，後進指導に応用
できる．

6
社内だけでなく社外においても，プロフェッショナルと
しての経験と実績を有し，社内外で広く認知される．

計画した内容について，管理職との面談をとおして計

画を共有し，組織目標と社員の希望とベクトルを合わせ

る．

（２）みんなで SkIP

計画を立案後，毎月 1 回，社員同士でグループを作り，

お互いのスキルアップ活動の状況を紹介し合い，課題・

ノウハウの共有，相互アドバイスなどを行っている．

この活動を「みんなで SkIP」と呼び，仲間（リーダ・

同僚）で計画内容を共有し，お互いに刺激・フォローし

合うことで，自主的かつ計画的な活動を促進している．

（３）スキル評価面談

半期終了時，社員は自身のスキル向上活動を振り返り，

スキル達成レベルを自己評価する．

面談を通して，管理職の評価による達成レベルの認定

と，今後さらにレベルアップするための課題などを話し

合う．評価について社員と管理職でギャップがある場合

は，お互い納得するまで十分話し合う．

3.2	 スキルマップ
SkIP の運用は，スキルマップ（Excel ファイル）を

用いて行う．

スキルマップに社員のスキル向上の履歴を累積記録し

ていくため，スキルマップは社員一人ひとりの『成長の

記録』でもある．
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◆図 -2　人財育成計画シート◆

（Fig.2-Planning sheet for the development of human 

　　　　resources）

スキルマップは次の3種類のシートで構成されている．

（１）人財育成計画シート

所属部署の人財育成計画が記載されている（図-２参

照）．

社員は，個人の目標とともに，このシートに記載され

ている組織のニーズ（望ましい人財像，必要なスキルな

ど）も考慮し，スキル向上計画を立案する．

（２）基本情報シート

スキル面談に際して，自身の今後の希望や，活動の全

体的な総括について記入する（図-３参照）．また，面

談後は，管理職からのコメントも記入する．

（３）スキルシート

スキルの分類により，ビジネススキル，ヒューマンス

キル，テクニカルスキル，部門固有スキルの四つのシー

トに分かれている．

各シートには以下の内容が予め定義されている．

１）スキル体系とスキルの説明

２）スキル達成基準と職責毎の標準達成レベル

社員は，以下の項目について計画と実績を記入する．

１）業務での実践

２）情報発信（スキルの形式知化）

３）教育受講

４）資格取得

ビジネススキルシートを図-４に示す．

3.3	 運用定着への取り組み
SkIP の運用が形式的な取り組みで終わらないよう，

改善のPDCAを回していくために，次の取り組みを行っ

てきた．

◆図 -3　基本情報シート◆

（Fig.3-Basic information sheet）

◆図 -4　ビジネススキルシート◆

（Fig.4-Business skill sheet）

3.3.1	 導入までの道のり
フレームワーク（枠組み）の策定と試行運用で，導入

までに約 1 年半かけた．

（１）制度検討（2007 年 11 月～ 2008 年 9 月）

部長をメンバーとした WG を発足し，このフレーム

ワーク策定を行った．

（２）試行運用（2008 年度 10 月～ 2009 年 3 月）

正式運用の前に，半期の運用サイクルを試行した．試

行運用で挙げられた主な課題と改善策を以降に説明する．

１）SkIP の主旨が十分浸透していない

	 　→管理職に繰り返し主旨説明を実施した

２）達成基準が曖昧，評価者により差が出る

	 　→個々のスキル項目について達成基準を具体化　

した

（３）正式運用（2009 年 4 月～）

正式運用を開始した．以降も運用の定着のため，半年

毎に改善の PDCA を回し継続的な改善を行っている．

3.3.2	 進化のPDCA
お客様のニーズの変化，技術の進化に追随し，変化に

柔軟に対応できるよう，改善の PDCA を回し SkIP を

進化させている．

（１）スキルマップの数値分析

半年毎に全社員のスキルマップを集約し，スキル向上

の成果を数値で表すことができるようになった．

１）スキルレベルの向上率

２）職責毎の標準到達レベルの達成率

３）スキルマスター率（スキルレベル 5 以上の認定
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者数）

それぞれ，部門毎，職責毎の切り口で傾向が見えるた

め，組織としての強みおよび弱みが明らかになった．こ

の分析結果を，各部門の人財育成活動にフィードバック

している．

（２）現場の声を聞く

SkIP を運用している現場の社員および管理職の生の

声から課題を抽出している．

１）社員アンケート

毎年 1 回，SkIP に関する社内アンケートを実施し，

SkIP に対する社員の意識，運用上の課題をヒヤリン

グする．

２）管理職ワークショップ

管理職から見た SkIP の課題抽出や運用ノウハウの

情報連携を行っている．

抽出した課題については，部長をメンバーとした委員

会で，対策を議論し，方向性を決定する．

改善の事例としては，「部門固有スキル」の追加があ

る．社員アンケートで，SkIP に前向きに取り組めない

一部の社員について，その原因を探ったところ，自分の

業務と定義されているスキルがマッチしないというもの

があった．このため，汎用化が難しい業務固有のスキル

が必要な部門については，各部門で独自に定義できる「部

門固有スキル」を 2010 年度より追加した．

3.4	 スキル向上プログラムの成果
毎年実施している社員アンケートの結果では，SkIP

の良い点として次の 3 点が挙げられている．

１）会社で必要とするスキルが体系的にわかる

２）自分のスキルレベルが客観的に判断できる

３）目指す目標，道筋が明確になる

これは 3.1.1 で述べたスキル向上プログラムの三つ

の狙いを社員が良い点として実感していることを表して

いる．SkIP によるスキルの体系化，達成レベルのデジ

タル化により，自分の現状レベルが把握でき，今後の目

標が明確になったことで，社員のスキル向上活動のモチ

ベーションアップに繋がっている．

成果は，半年毎に行っている数値分析にも表れている．

2010 年度の成果を紹介する．

若手の社員については，年間一人一項目以上レベル

アップすること（スキルの底上げ）を目標にした．その

結果，約 90% の社員が達成している．

また，スキルレベルの平均値も年々着実に伸びており，

スキルの底上げの成果が出ている．

中堅社員については，得意技を持ったスペシャリスト

になることを目的に，スキルマスター認定者の増加を目

標に設定した．その結果，2010 年度末までに中堅社員

の約 30% が何らかのスキルマスターに認定されている．

このように，スキル向上プログラムの定着により，着

実にお客様ニーズに対応できる人財が育ってきている．

4	 人間力強化に向けた取り組み
ここでは，PSW における人財育成のもう一つのテー

マである「人間力強化」に向けた取り組みについて紹介

する．

4.1	 取り組みの狙い
人間力強化のためには，社員一人ひとりが自律型人間

へと成長しなければならない．自律型人間とは，「自ら

課題を見つけ出し，自ら行動し，課題を克服していくた

めに，自ら学んで自ら変わり続ける人」である．自律型

人間への成長には，ヒューマンスキルとともに，自律性

が重要であると考え，PSW では，自律性向上の全社施

策としてワークショップの導入と実践を行ってきた．

2009 年度は，ワークショップを通じて自ら進んで

発言したり，検討内容を自分なりにまとめたり，何らか

の気づきを得てもらうことを狙いとして実施した．

2 年目となる 2010 年度は，社員の自律性をさらに

引き出すことを主眼に置いたワークショップの実践を目

指した．具体的には，ワークショップそのものを社員が

主体的に運営するスタイルに変更した．

4.2	 取り組みの成果と課題
4.2.1	 2009年度の成果と課題

2009 年度は，事務局が設定したテーマ（「リーダー

シップ」，「問題解決力」，「モチベーション」ほか，全

11 テーマ）に関するいずれかのワークショップに参加

してもらうことで，部門を越えたメンバー間のグループ

ワークの実践を意図した．その結果，当初の狙いとして

いた「気づきを得ること」と「自律性向上の実感」に

ついては，概ね良好な結果を得ることができた．達成指

標である「ワークショップの参加率（ワークショップに

1 回以上参加した人の割合）」は，目標であった 100%

に近い数値を示し，もう一つの達成指標である「やるき

度の向上・自律型人間としての成長の実感」についても，

目標の数値に対して 2 倍近い好結果を得られた．

また，「コミュニケーションの大切さを改めて認識」，
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「ワークショップを通して，人によって異なる視点や発

想があることを実感」，「他の人の考えを聞くことが大事」

といった前向きな気づきを得たとの回答が 70% を超え

ており，場の提供という点では成果があったと考えてい

る．

さらに，80% を超える多くの人が「部門間交流によ

る刺激と効果」に関して高い評価を示しており，一定の

成果が得られたと考えている．

ただ，2009 年度は，ワークショップの進め方や手

法についてある程度の経験を有した特定のファシリテー

ター（ワークショップの進行役．ワークショップの目的

を達成するためにメンバーに働きかけをする支援者）が

進行を主導したこともあって，ワークショップ自体は計

画どおり順当に進められたものの，一部の社員は受身で

の参加となり，結果的にこれが「やらされ感」につながっ

たという意見も見受けられた．

4.2.2	 2010年度の成果と課題
2009 年度の課題を踏まえて，2010 年度は，参加

者の自律性を重視したワークショップを実践した．具体

的には，ワークショップのテーマ検討をはじめ，進め方

やマイルストーン（いつまでに何をするか）の設定に関

しても各グループに一任した．

また，各グループ内で，ワークショップの役割（司

会進行，議事録担当，広報，進捗報告）を決めてもらい，

それを計画書という形で作成してもらった．

さらに，各グループの活動の進捗状況は PSW 内の

ソーシャルネットワーキングサービスツールを活用して

報告してもらうとともに，全社報告会を実施することで，

見える化を図った．結果的に，全グループ（20グループ）

がほぼ計画通りに活動できた．

「部署を超えたコミュニケーションの場は貴重で刺激

になった」との意見が依然として多い．また，「ワーク

ショップが，自律性やスキルの向上に役立った」と回答

した人が半数を超えており，この点は狙い通りの成果が

あったと考える（図-５参照）．スキル向上の例としては，

ワークショップでの進行役を担当したことによるファシ

リテーションスキルの向上や，成果報告会を通じて資料

の作成や発表を行ったことによるプレゼンテーションス

キルの向上を挙げる人が多かった．

こうした評価の一方で，「自律性の向上を実感できな

かった」と回答した人も半数に達している．この理由を

分析した結果，すでに自律性の高い社員にとっては，満

足感がない，物足りなさから来るやらされ感が生まれた

ということが分かった．本来の人間力強化は，個人のレ

◆図 -5　ワークショップのアンケート結果（2010年度）◆

（Fig.5-Workshop Questionnaire results （fiscal 

　　　　2010））

◆図 -6　人間力向上のアンケート結果（2010年度）◆

（Fig.6-Personal ability development questionnaire 

　　　　results （fiscal 2010））

ベルに応じてなされるものであるが，全社員一律の底上

げを主眼において「全員参加，同一方式」でワークショッ

プを実施したことが原因と思われる．

ただ，ワークショップのアンケートとは別に実施した

「人間力向上に関するアンケート」の結果では，図-６
に示す通り，「成長した実感がある」および「少し成長

した実感がある」と回答した人の合計が 70% 近いこと

から，一定の成果があったと分析している．

全社ワークショップの実践を受けて，2010 年度は，

各部門が自主的に人間力強化の施策（部門固有のワーク

ショップや勉強会の開催）に取り組むなど，自律性向上

の活動が活性化してきたこともあり，底上げを狙いとし

た全社施策としてのワークショップの役割は果たしたと

評価しており，今後は，新たな視点での取り組みが必要

であると考えている．

4.3	 今後の人間力強化の取り組み
アンケートや，これまでの取り組みの成果や課題を踏

まえ，今後の人間力強化活動では，以下の観点での取り

組みを実施し，更なる人間力の強化に取り組む．

１）一律の底上げだけではなく，職責等に応じた施策

●ワークショップに積極的に参加できたか？

積極的に参加できた

0% 50% 100%

どちらかというと
積極的に参加できた

どちらかというと
積極的に参加できなかった

積極的に参加できなかった

●ワークショップが自律性やスキル向上に役立ったか？

役立った

0% 50% 100%

どちらかというと役立った どちらかというと役立っていない
役立っていない

●この 1年間，自律型人間としての成長の実感はありますか？

成長した実感がある

0% 50% 100%

少し成長した実感がある 成長の実感はない
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の実施

２）集合教育の実施，業務密着型など，対象者・目的

に応じた施策の実施

３）社員への動機づけを十分に行い，やらされ感・負

担感に配慮する．

5	 むすび
以上のように，PSW では，技術力の向上と人間力の

強化という二つを柱とした人財育成に取り組んでいる．

これまでの取組み成果は以下のように要約できる．

１）SkIP の運用が定着したことにより，社員一人ひ

とりが自身のスキルレベルを把握し，お客様や市場

から求められているスキルの向上を自律的かつ計画

的に実施できるようになった．また，先進的な技術

に積極的にチャンレンジする社員が増加した．

２）ワークショップによる人間力強化活動を通して，

社員一人ひとりが自律的，かつ組織の枠を超えて課

題解決に取り組む意識の向上に繋がっている．この

意識改革は，お客様にとって，より付加価値の高い

商品の企画や開発に効果が発揮されつつある．

お客様や市場のニーズは日々変化し，それを実現する

技術もまた進化し続けている．お客様と社会に貢献する

商品を提供する人財を育成するため，人財育成体系もま

た，技術力と人間力の両面から改善と進化し続けていく．
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